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稲沢市民間住宅省エネ改修事業費補助金交付要綱  

（目的）  

第 １ 条  こ の 要 綱は 、 民 間 の 既 存 住宅 の 所 有 者 等 が 行う 住 宅 省 エ ネ ル

ギー（以下「省エネ」という。）改修事業に要する経費に対し、その

費用の一部を予算の範囲内において補助することにより、既存住宅の

省エネ化を推進することを目的とする。  

（定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号

の定めるところによる。  

( 1 )  住宅  一戸建ての住宅、長屋及び共同住宅（店舗等の用途を兼

ねるもの（店舗等の用に供する部分の床面積が延べ面積の２分の１

未満のものに限る。）を含む。）で、現に居住の用に供しているもの

又は居住の用に供される見込みのあるものをいう。ただし、国、地

方公共団体その他公の機関が所有するものを除く。  

( 2 )  ＺＥＨ水準  日本住宅性能表示基準（平成１３年国土交通省告

示第１３４６号。以下「表示基準」という。）に定める断熱等性能

等級５（結露の発生を防止する対策に関する基準を除く。）かつ一

次エネルギー消費量等級６の基準を満たす省エネ性能の水準をいう。 

( 3 )  仕様基準  住宅部分の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に

関する誘導基準及び一次エネルギー消費量に関する誘導基準（令和
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４年国土交通省告示第１１０６号）の１外壁、窓等を通しての熱の

損失の防止に関する誘導基準を満たす仕様をいう。  

( 4 )  ＢＥＬＳ  建築物のエネルギー消費性能に関し販売事業者等が

表示すべき事項及び表示の方法その他建築物のエネルギー消費性能

の表示に際して販売事業者等が遵守すべき事項（令和５年国土交通

省告示第９７０号）に基づき一般社団法人住宅性能評価・表示協会

が運用する建築物省エネルギー性能表示制度をいう。  

( 5 )  管理組合  マンションの管理を行う建物の区分所有等に関する

法律（昭和３７年法律第６９号。以下「区分所有法」という。）第

３条若しくは第６５条に規定する団体又は区分所有法第４７条第１

項（区分所有法第６６条において準用する場合を含む。）に規定す

る法人をいう。  

( 6 )  ＪＩＳ  産業標準化法（昭和２４年法律第１８５号）第２０条

第１項の日本産業規格をいう。  

（補助対象者）  

第３条  補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当す

る者とする。  

( 1 )  市内に存する住宅を所有する者（共同住宅における区分所有法

第２条第２項に規定する区分所有者を含む。）又は市内に存する共

同住宅の管理組合であること。  

( 2 )  固定資産税及び都市計画税を滞納していない者であること。  
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( 3 )  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。  

 ( 4 )  この要綱に基づく補助金の交付を受けていない者であること。  

（対象事業）  

第４条  補助の対象となる事業（以下「対象事業」という。）は、 次の

とおりとする。  

( 1 )  省エネ改修後の住宅がＺＥＨ水準に相当することについて、Ｂ

ＥＬＳ等の評価・認証を受けているもの（取得予定であるものを含

む。以下「全体改修」という。）  

( 2 )  住 宅 の 部 分 に つ い て 別 表 第 １ － １ に 定 め る 改 修 を 行 う も の で

あ っ て 、 複 数 の 開 口 部 の 改 修 を 含 む も の （ 以 下 「 部 分 改 修 」 と い

う。）  

( 3 )  第１号に掲げる全体改修と併せて実施する構造補強工事であっ

て、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２０条に適合する

もの  

２  対象事業の対象となる住宅は、次の各号のいずれにも該当するもの

であることとする。  

( 1 )  地震に対する安全性が別表第１－２に定めるいずれかの方法に

より確認できるもの  

( 2 )  現にＺＥＨ水準を満たしていないもの  

（対象事業費）  
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第５条  補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象事業費」とい

う。）は、対象事業に要する経費のうち、次に掲げるものとする。  

( 1 )  住宅に係る省エネ化のための計画の策定に要する費用  

 ア  省エネ改修を行うために必要な調査、設計及び計画に係る費用  

イ  改修設計内容についてＢＥＬＳ等の評価及び認証を受けるため

に必要な費用  

( 2 )  住宅の省エネ改修に要する費用で次のいずれかに該当するもの  

ア  全体改修の場合にあっては、省エネ改修に係る費用（ただし、

別表第１－１にモデル工事費の定めのあるものについては、モデ

ル工事費を上限額とする。）  

イ  部分改修の場合にあっては、省エネ改修に係る費用のうち別表

第１－１に定める工事に係る費用（ただし、別表第１－１にモデ

ル工事費の定めのあるものについては、モデル工事費を上限額と

する。）  

２  前項の規定にかかわらず、国、地方公共団体その他の者が行う補助

制度を受け、又は受ける予定がある場合、当該補助制度が対象とする

部分に係る経費は、補助対象事業費から除くものとする。  

（補助金の額）  

第６条  １戸当たりの補助金の額は、別表第２のとおりとする。ただし、

設備の効 率化に 係 る工事に おける 補 助金の額 は、開 口 部 及び躯 体等

の断熱化に係る工事における補助金の額を超えないものとする。  
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２  前項の補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを

切り捨てるものとする。  

３  同一の住宅に行う補助は、原則として１回を限度とする。  

（補助金交付申請）  

第７条  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、対象事業に着手する前に、稲沢市民間住宅省エネ改修事業補助金

交付申請書（様式第１）に関係書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。  

（補助金の交付決定）  

第８条  市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審

査し、適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、稲沢市民間住宅

省エネ改修事業補助金交付決定通知書（様式第２）により申請者に通

知するものとする。  

２  市長は、前項の規定により補助金の交付決定を通知する場合におい

て必要があるときは、当該補助金の交付について条件を付すことがで

きる。  

（補助事業の変更）  

第９条  前条第１項の規定による交付の決定を受けた者（以下「交付決

定者」という。）は、補助金の交付決定後において、次の各号のいず

れかに該当する変更をしようとするときは、稲沢市民間住宅省エネ改



 

 6 / 14 

 

修事業補助金変更申請書（様式第３）に関係書類を添付して、市長に

提出しなければならない。  

( 1 )  改修工事施工箇所又は施工方法の変更（軽微なものは除く。）  

( 2 )  補助金額の変更  

２  市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

適当と認 めたと き は、 稲沢 市民間 住 宅省エネ 改修事 業 補助金 変 更決

定通知書（様 式第 ４）により 当 該交 付決定者に通 知す るものとする 。  

（補助事業の中止）  

第１０条  交付決定者は、補助金の交付決定後において、対象事業を中

止しようとするときは、稲沢市民間住宅省エネ改修事業中止届（様式

第５）を市長に提出しなければならない。  

（完了実績報告）  

第１１条  交付決定者は、対象事業が完了したときは、完了の日から起

算して３０日以内又は補助金の交付決定があった日の属する年度の２

月末日までのいずれか早い日までに、稲沢市民間住宅省エネ改修事業

完了実績報告書（様式第６）に関係書類を添付して市長に提出しなけ

ればならない。  

（補助金の額の確定）  

第１２条  市長は、前条の規定による完了実績報告書を受理したときは、

その内容 を審査 し 、適当と 認めた と きは、交 付すべ き 補助金の 額を
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確定し、 稲沢市 民 間住宅省 エネ改 修 事業補助 金確定 通 知書（様 式第

７）により当該交付決定者に通知するものとする。  

（補助金の請求及び交付）  

第１３条  交付決定者は、前条の規定による通知を受けた日から起算し

て１０日以内に稲沢市民間住宅省エネ改修事業補助金支払請求書（様

式第８）を市長に提出しなければならない。  

２  市長は、前項の規定による請求書に基づき、当該交付決定者に補助

金を交付するものとする。  

（交付決定の取消し及び補助金の返還）  

第１４条  市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、

補助金の 交付決 定 の全部若 しくは 一 部を取り 消し、 又 は既に交 付し

た補助金 の全部 若 しくは一 部につ い て期限を 定めて 返 還を命ず るこ

とができる。  

( 1 )  虚偽の申請その他の不正な行為により補助金交付の決定を受け

たとき。  

( 2 )  補助金の交付決定内容及びこれに付した条件その他法令又はこ

の要綱に違反したとき。  

( 3 )  その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。  

（書類の保管）  

第１５条  第１３条第２項による補助金の交付を受けた者は、当該補助

金に係る証拠書類その他実施の経過を明らかにする必要な書類を備え
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て当該補助金の交付を受けた日の属する年度の終了後５年間保存しな

ければならない。  

（手続）  

第１６条  この要綱に定めるもののほか、補助金の交付の申請、決定等

については、稲沢市補助金等交付規則（昭和５０年稲沢市規則第４号）

の定めるところによる。  

（補則）  

第１７条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定

める。  

付  則   

この要綱は、令和７年５月２日から施行する。  
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別表第１－１（第４条関係）  

１  開口部の断熱化に係る改修工事  

部位  
対象となる改修工事  

モデル工事費  
工事種別  工事規模  

窓  

ガラス交換  

大  1 . 4  m ２ 以上  1枚 1 1 2 , 0 0 0円  

中  
0 . 8  m ２ 以上  

1 . 4  m ２ 未満  
1枚 8 0 , 0 0 0円  

小  
0 . 1  m ２ 以上  

0 . 8  m ２ 未満  
1枚 3 2 , 0 0 0円  

内窓設置及び  

交換並びに  

外窓交換  

大  2 . 8  m ２ 以上  1箇所 2 7 2 , 0 0 0円  

中  
1 . 6  m ２ 以上  

2 . 8  m ２ 未満  
1箇所 2 1 6 , 0 0 0円  

小  
0 . 2  m ２ 以上  

1 . 6  m ２ 未満  
1箇所 1 7 6 , 0 0 0円  

ドア  ドア交換  

大  
開戸： 1 . 8  m ２ 以上  

1箇所 3 9 2 , 0 0 0円  
引戸： 3 . 0  m ２ 以上  

小  

開戸： 1 . 0  m ２ 以上  

1 . 8  m ２ 未満  
1箇所 3 4 4 , 0 0 0円  

引戸： 1 . 0  m ２ 以上  

3 . 0  m ２ 未満  

備考  

 １  工事規模は、次の各号に掲げる工事種別に応じ、それぞれ当該各

号に掲げる寸法を基準とする。  

  ( 1 )  ガラス交換  ガラスの寸法  

  ( 2 )  内窓設置及び交換並びに外窓交換  内窓又は外窓のサッシ枠

の枠外寸法  

  ( 3 )  ドア交換  開戸又は引戸の戸枠の枠外寸法  

２  窓及びドアの仕様は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 
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  ( 1 )  国 土 交 通 省 所 管 の 子 育 て エ コ ホ ー ム 支 援 事 業 又 は 子 育 て グ

リーン住宅支援事業（以下「国土交通省支援事業」という。）に

おいて開口部の改修（断熱等の機能を有するものに限る。）に型

番登録されている建材のうち、一戸建ての住宅にあっては性能区

分Ｂ以上、共同住宅等にあっては性能区分Ｃ以上であること。  

  ( 2 )  カタログ等により、ＺＥＨ水準の仕様基準への適合が確認で

きること。  

２  躯体等の断熱化に係る改修工事  

部位  
断熱材の熱伝導率  

(Ｗ /ｍ・Ｋ )  
モデル工事費  

外壁  
0 . 0 5 2～ 0 . 0 3 5  2 2 5 , 0 0 0円 / m 3  

0 . 0 3 4以下  3 3 8 , 0 0 0円 / m 3  

屋根・天井  
0 . 0 5 2～ 0 . 0 3 5  8 0 , 0 0 0円 / m 3  

0 . 0 3 4以下  1 3 7 , 0 0 0円 / m 3  

床  
0 . 0 5 2～ 0 . 0 3 5  2 8 0 , 0 0 0円 / m 3  

0 . 0 3 4以下  4 2 0 , 0 0 0円 / m 3  

備考  

 断熱材の仕様は、次の各号のいずれかに該当するものであって、厚さ

等がＺＥＨ水準の仕様基準に適合するものとする。  

 ( 1 )  国土交通省支援事業に登録されている建材であること。  

 ( 2 )  カタログ等により、ＺＥＨ水準の仕様基準への適合が確認でき

ること。  
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３  設備の効率化に係る工事  

設備種別  モデル工事費  仕様  

高断熱浴槽  1戸 4 3 7 , 0 0 0円  次の各号のいずれかに該当するもの  

( 1 )  国 土 交 通 省 支 援 事 業 に お い て登

録されている設備機器であること。 

( 2 )  カタログ等により、 J I S  A 5 5 3 2 :  

2 0 1 1に規定する高断熱浴槽と同等

以上の性能を有することが確認でき

ること。  

高効率給湯器  1戸 2 7 9 , 0 0 0円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次の各号のいずれかに該当するもの  

( 1 )  国土交通省支援事業において登

録されている設備機器であること。  

( 2 )  カタログ等により次の要件を満

たすものであることが確認できるこ

と。  

 電気ヒート

ポンプ給湯

器（エコ

キュート）  

 J I S  C 9 2 2 0 : 2 0 1 8に基づく年間給湯

保温効率又は年間給湯効率が 3 . 0以

上であること。  

潜熱回収型

ガス給湯器

（エコ

ジョーズ）  

給湯暖房器にあっては、給湯部熱効

率が 9 4 %以上であること。給湯単能

器、ふろ給湯器にあっては、モード

熱効率が 8 3 . 7 %以上であること。  

潜熱回収型

石油給湯器

（エコ

フィール）  

油だき温水ボイラーにあっては、連

続給湯効率が 9 4 %以上であること。

石油給湯機の直圧式にあっては、

モード熱効率が 8 1 . 3 %以上であるこ

と。石油給湯機の貯湯式にあって

は、 7 4 . 6％以上であること。  

ヒートポン

プ・ガス瞬

間式併用型

給湯器（ハ

イブリッド

給湯器）  

熱源設備は電気式ヒートポンプとガ

ス補助熱源機を併用するシステムで

貯湯タンクを持ち、一般社団法人日

本ガス石油機器工業会の規格 J G K A S  

A 7 0 5に基づく年間給湯効率が 1 0 2％

以上であること。  
   
節湯水栓（浴

室シャワー水

栓に限る。）  

1台 6 3 , 0 0 0円  次の各号のいずれかに該当するもの  

( 1 )  国土交通省支援事業において登

録されている設備機器であること。  



 

 12 / 14 

 

( 2 )  カタログ等により、 J I S  B 2 0 6 1  

 : 2 0 2 3に規定する節湯形の水栓と同

等以上の機能を有することが確認で

きること。  
   
L E D照明（工

事を伴うもの

に限る。）  

－   

備考  

 １  節湯水栓については、設置を行った台数分を補助する。それ以外

の設備については、設置を行った設備の種類に応じて戸当たり１台

分までを補助対象とする。  

 ２  高断熱浴槽の設置については、次の各号のいずれかと合わせて設

置する場合（既に設置しているものを含む。以下この表において同

じ。）に限る。  

  ( 1 )  ハイブリッド給湯器又はエネファーム  

  ( 2 )  節湯水栓（浴室シャワー水栓に限る。） 及び次のいずれかに

該当するもの  

   ア  エコキュート  

   イ  エコジョーズ  

   ウ  エコフィール  

３  エコキュート、エコジョーズ及びエコフィールの設置については、

節湯水栓（浴室シャワー水栓に限る。）及び高断熱浴槽と併せて設

置する場合に限る。  

 ４  節湯水栓（浴室シャワー水栓に限る。） については、次の各号の

いずれかと合わせて設置する場合に限る。  
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  ( 1 )  ハイブリッド給湯器又はエネファーム  

  ( 2 )  高断熱浴槽及び次のいずれかに該当するもの  

   ア  エコキュート  

   イ  エコジョーズ  

   ウ  エコフィール  
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別表第１－２（第４条関係）  

地震に対する安全性の確認方法  

事業の  

種類  
確認方法  

全体改修  次のいずれかに該当するものであること。  

１  昭和５６年６月１日以降に着工されたもの  

２  耐震診断により構造安全性が確かめられたもの  

３  省エネ改修の完了までに耐震改修等を行うもの  

部分改修  

備考  

 耐震診断は、稲沢市住宅耐震化事業補助金交付要綱（平成２７年４月

１日施行）第２条第５号に規定する耐震診断とする。  

 

別表第２（第６条関係）  

事業の種類  補助金の額  限度額  

全体改修  省エネ計画策定費用及び省エネ改修費用を

合算した額に５分の４を乗じて得た額。た

だし、その内訳において別表第１－１にモ

デル工事費の定めがある場合は、モデル工

事費又は実際の工事費のいずれか低い額を

計上するものとする。  
7 0 0 , 0 0 0円  

部分改修  省エネ計画策定費用及び別表第１－１に掲

げる省エネ改修の費用を合算した額に５分

の４を乗じて得た額。ただし、その内訳に

おいて同表にモデル工事費の定めがある場

合は、モデル工事費又は実際の工事費のい

ずれか低い額を計上するものとする。  

 


